
第８５期計算書類

令和 6 年４月 １日から 
令和 7 年３月３１日まで 

（会社法第４３５条第２項の規定に基づく計算書類）

Ⅰ  貸 借 対 照 表        

Ⅱ  損 益 計 算 書        

Ⅲ  株主資本等変動計算書

Ⅳ  個 別 注 記 表  

  福岡県福岡市南区那の川一丁目１４番１号

株式会社パーキングソリューションズ

代 表 取 締 役 社 長  本 房 伸 一
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貸 借 対 照 表 

(令和7年3月31日現在) 

(単位：千円) 

科   目 金   額 科   目 金   額 

資  産  の  部 負  債  の  部 

流 動 資 産 2,958,142 流 動 負 債 2,919,274 

現 金 及 び 預 金 1,115,664 買 掛 金 82,930 

売 掛 金 369,926 短 期 借 入 金 500,000 

商 品 及 び 製 品 150,410 １ 年 内 返 済 予 定 の 長 期 借 入 金 1,447,472 

仕 掛 品 93,334 リ ー ス 債 務 22,796 

原 材 料 及 び 貯 蔵 品 595,708 未 払 金 173,304 

前 渡 金 13,128 未 払 費 用 45,420 

前 払 費 用 240,702 前 受 金 37,975 

そ の 他 385,594 未 払 法 人 税 等 24,128 

貸 倒 引 当 金 △6,326 未 払 消 費 税 等 33,188 

固 定 資 産     7,345,883 預 り 金 476,444 

有 形 固 定 資 産 6,042,286 前 受 収 益 25 

建 物 1,056,058 賞 与 引 当 金 75,588 

構 築 物 113,073 固 定 負 債 3,960,141 

機 械 及 び 装 置 49,659 長 期 借 入 金 3,565,174 

車 両 運 搬 具 0 リ ー ス 債 務 180,185 

工 具 、 器 具 及 び 備 品 1,033,259 繰 延 税 金 負 債 124,094 

土 地 3,587,320 再 評 価 に 係 る 繰 延 税 金 負 債 3,905 

リ ー ス 資 産 193,416 未 払 役 員 退 職 慰 労 金 18,400 

建 設 仮 勘 定 9,498 資 産 除 去 債 務 12,743 

無 形 固 定 資 産 232,774 そ の 他 55,639 

の れ ん 156,225 負 債 合 計 6,879,415 

ソ フ ト ウ ェ ア 60,489 純 資 産 の 部 

そ の 他 16,058 株 主 資 本 3,539,278 

投 資 そ の 他 の 資 産 1,070,822 資 本 金 100,000 

投 資 有 価 証 券 15,049 資 本 剰 余 金 946,940 

関 係 会 社 株 式 320,044 利 益 剰 余 金 2,492,338 

長 期 貸 付 金 493,298 利 益 準 備 金 42,120 

そ の 他 282,727 そ の 他 利 益 剰 余 金 2,450,218 

貸 倒 引 当 金 △40,295 繰 越 利 益 剰 余 金 2,450,218 

評 価 ・ 換 算 差 額 等 △114,668

そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金 2,357

土 地 再 評 価 差 額 金 △117,025

純 資 産 合 計 3,424,610 

資 産 合 計 10,304,026 負 債 ・ 純 資 産 合 計 10,304,026 
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損 益 計 算 書 

( 令和６年４月１日から 
令和７年３月31日まで ) 

(単位：千円) 

科   目 金   額 

売 上 高 6,876,458 

売 上 原 価 5,307,936 

売 上 総 利 益 1,568,521 

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 990,203 

営 業 利 益 578,318 

営 業 外 収 益 

受 取 利 息 2,977 

受 取 配 当 金 437 

受 取 保 険 金 4,368 

受 取 手 数 料 33 

そ の 他 9,905 17,722 

営 業 外 費 用 

支 払 利 息 36,471 

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 32,995 

そ の 他 11,671 81,138 

経 常 利 益 514,902 

特 別 利 益 

固 定 資 産 売 却 益 19 19 

特 別 損 失 

固 定 資 産 除 却 損 60,590 

そ の 他 21,540 82,131 

税 引 前 当 期 純 利 益 432,790 

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 114,936 

法 人 税 等 調 整 額 41,403 156,340 

当 期 純 利 益 276,450 
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株主資本等変動計算書 

( 令和６年４月１日から 
令和７年３月31日まで ) 

(単位：千円) 

株主資本 

資本金 資本剰余金 

利益剰余金 

株主資本 
合計 

利益準備金 

その他利益 
剰余金 利益剰余金 

合計 繰越利益 
剰余金 

当期首残高 100,000 946,940 42,120 2,259,957 2,302,077 3,349,017 

当期変動額 

剰余金の配当 △86,189 △86,189 △86,189

当期純利益 276,450 276,450 276,450 

株主資本以外の項目の
当期変動額(純額) 

当期変動額合計 ― ― ― 190,261 190,261 190,261 

当期末残高 100,000 946,940 42,120 2,450,218 2,492,338 3,539,278 

評価・換算差額等 

純資産合計 その他 
有価証券 

評価差額金 

土地再評価 
差額金 

評価・換算 
差額等合計 

当期首残高 2,020 △117,302 △117,281 3,233,735 

当期変動額 

剰余金の配当 △86,189

当期純利益 276,450 

株主資本以外の項目の
当期変動額(純額) 

337 276 613 613 

当期変動額合計 337 276 613 190,874 

当期末残高 2,357 △117,025 △114,668 3,424,610 
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個別注記表 

１．重要な会計方針に係る事項 

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

(イ)子会社株式 …………………… 移動平均法による原価法 

(ロ)その他有価証券

時価のあるもの ……………… 決算日の市場価格等に基づく時価法 

(評価差額は、全部純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法により算定） 

時価のないもの ……………… 移動平均法による原価法 

(2) たな卸資産の評価基準及び評価方法

評価基準は、原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっております。

(イ)商品及び製品・仕掛品 …………総平均法 

(ロ)原材料 ……………………………総平均法 

(ハ)貯蔵品 ……………………………総平均法 

(3) 固定資産の減価償却の方法

(イ)有形固定資産

（リース資産を除く） 

 …………… 定額法によっております。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建 物  ………………………… ２年～48年 

機 械 及 び 装 置  …………… ２年～17年 

工具、器具及び備品  ……… ２年～20年 

(ロ)無形固定資産

（リース資産を除く） 

 …………… 定額法によっております。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

ソフトウェア（自社利用目的） …… ５年(社内における利用可能期間) 

(ハ)リース資産

所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

 該当事項はありません。 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零として算定する定額法によっております。

(4) 引当金の計上基準

(イ)貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等の特定の債権

については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

(ロ)賞与引当金

従業員等の賞与の支給に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。

(5) 重要な外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しております。

(6) のれんの償却方法及び償却期間

のれんについては、20年の均等償却を行っております。

(7) その他計算書類作成のための重要な事項

消費税等の会計処理の方法

税抜方式によっております。

２．株主資本等変動計算書関係 

(1)当事業年度末における発行済株式の種類及び総数

普通株式 801,686株 

(2) 当事業年度末における自己株式の種類及び株式数

該当事項はありません。
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(3) 剰余金の配当に関する事項

①配当金支払額

令和6年6月11日開催の第84期定時株主総会による配当に関する事項

普通株式の配当に関する事項  

・配当金の総額………………………………86,189千円 

・配当の原資…………………………………利益剰余金 

・１株当たり配当額…………………………107円51銭 

・基準日………………………………………令和6年3月31日 

・効力発生日…………………………………令和6年6月12日 

②基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度になるもの

令和7年6月11日開催の第85期定時株主総会において次のとおり付議いたします。

  普通株式の配当に関する事項  

・配当金の総額………………………………76,152千円 

・配当の原資…………………………………利益剰余金 

・１株当たり配当額…………………………94円99銭 

・基準日………………………………………令和7年3月31日 

・効力発生日…………………………………令和7年6月12日 

３．記載金額は千円未満を切捨てて表示しております。 
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第８５期附属明細書

令和 ６年４月 １日から 

令和 ７年３月３１日まで 

（会社法第４３５条第２項の規定に基づく附属明細書） 

  福岡県福岡市南区那の川一丁目１４番１号 

株式会社パーキングソリューションズ 

  代 表 取 締 役 社 長  本 房 伸 一
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附属明細書（計算書類関係）

1．有形固定資産及び無形固定資産の明細
（単位：千円）

区 当　期 当　期 当　期
分 増加額 減少額 償却額

（※1）

建 物 983,300    136,562    800 63,003      1,056,058  1,673,004   2,729,062     

（※2）

構 築 物 82,828     55,247     8,837      16,164      113,073    280,193     393,266 

有

機 械 及 び 装 置 53,485     1,797      87 5,536 49,659     61,310      110,970 

形

固 車 両 運 搬 具 13 - - 13 - 2,761 2,761 

（※3）

定 工具、器具及び備品 939,934    312,881    54,282     165,274     1,033,259  1,019,046   2,052,306     

資 土 地 3,587,320  - - - 3,587,320  21,415      3,608,736     

産 リ ー ス 資 産 205,395    13,752     - 25,731      193,416    190,087     383,503 

建 設 仮 勘 定 26,613     160,113    177,228    - 9,498      - 9,498 

の れ ん 171,202    - - 14,976      156,225    

（※4）

ソ フ ト ウ ェ ア 59,708     18,914     14 18,117      60,489     

（※5）

そ の 他 7,355      8,945      - 242 16,058     

　　（注）「当期増加額」の主なものは次のとおりであります。

(※1) 建物
鳥栖工場建屋 123,465 千円

(※2) 構築物
直営駐車場 44,794 千円

(※3) 工具器具及び備品
直営駐車場 295,176 千円

(※4)ソフトウェア
会計ソフトの更新 9,340 千円

(※5)その他
建設仮勘定（無形） 7,405 千円

資産の種類 期首帳簿価額 期末帳簿価額

232,774    

241,236    

減価償却累計額

9,290,105     3,247,818   680,354    6,042,286  5,878,892  

期末取得原価

無
形
固
定
資
産

238,266    計 27,859     

275,724     

33,336      

計

14 
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2．引当金の明細

（単位：千円）

当 期 減 少 額

目的使用 その他

貸 倒 引 当 金 13,300 33,322 - - 46,622 

賞 与 引 当 金 95,971 75,588 95,971 - 75,588 

区 分 期首残高 当期増加額 期末残高
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３．販売費及び一般管理費の明細

（単位：千円）

科 目 金 額 摘 要

広 告 宣 伝 費 12,446

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 326

役 員 報 酬 42,000

従 業 員 給 与 賞 与 360,909

賞 与 引 当 金 繰 入 額 49,055

退 職 給 付 費 用 13,562

法 定 福 利 費 71,583

福 利 厚 生 費 26,898

減 価 償 却 費 30,076

賃 借 料 50,286

地 代 家 賃 49,910

租 税 公 課 6,140

支 払 手 数 料 45,718

そ の 他 231,287

計 990,203
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